
 

 

 

2022年 6月 16日 

 

各 位 

 

一般社団法人 中国経済連合会 

会 長  清水 希茂 

 

 

「景気動向アンケ－ト調査結果(2022年 5月調査)」について 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

当連合会の運営につきましては，平素から格別のご高配を賜わり厚くお礼申

し上げます。 

さて，当連合会では，会員を中心とした中国地域の企業を対象に，定期的にア

ンケ－ト調査を実施し，中国地域の景気動向および見通しの把握に努めており

ます。 

今回，2022年 5月に実施しました「景気動向アンケ－ト調査結果」(2022年 5

月調査)がまとまりましたので，別紙の通り発表いたします。 

 

敬 具 

 

（お願い） 

調査内容に関するご質問等がございましたら，下記までご連絡下さい。 

 

【お問い合せ先】             

（一社）中国経済連合会(担当：小迫・笹田) 

〒730-0041広島市中区小町 4-33 

中国電力ビル 3号館 

ＴＥＬ（082）548－8523 

ＦＡＸ（082）245－8305 

以 上 
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一般社団法人中国経済連合会 

 

 

 

 

当連合会では、このほど中国地方の最近の景気動向を把握するため、会員企業等に対しアンケート調

査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国地方景気動向アンケート調査結果 

（2022 年 5 月調査） 

【調査要領】 
・調 査 時 期：2022年 5月 16日～5月 31日（毎年 5，8，11，2月を目途に調査予定） 
・調 査 対 象：会員 596社 非会員 117社 計 713社 
・回 答 社 数：231社（回答率 32.4％） 
・回答企業内訳：製造業 72社，非製造業 159社 

 

【結果概要】 

Ⅰ．景気動向 ～非製造業を中心に改善，先行きは製造業を中心に再び悪化する見通し～ 

・中国地域の景況感ＤＩは，新型コロナ感染防止策と経済活動との両立が進むなかで，非製造業を中

心に改善がみられ，マイナス幅が縮小（前回▲42.9→今回▲35.3）。 

・先行き（2～3ヶ月先）は，原材料・資材価格や原油価格の上昇，為替相場の動向などの懸念から，

製造業を中心に，再び悪化（▲39.3）する見通しとなっている。 

Ⅱ．業績見通し ～増収を見込むが，製造業を中心に減益見通し 

・2022年度の業績見通しについて，売上判断ＢＳＩは 14.3と増収を見込む先が多い。 

・一方、利益判断ＢＳＩは▲7.6と，製造業を中心に減益を見込む先が多い。 

Ⅲ．原油・天然ガス価格，原材料・資材価格，為替相場の影響等について 

～原油・天然ガス等の価格上昇とともに，急激な円安による悪影響が拡大～ 

（原油・天然ガス価格上昇の影響） 

・原油・天然ガス価格上昇により，7割程度の先が収益への悪影響を受けている。 

（原材料・資材価格の動向と影響） 

・原材料・資材価格の動向により，8割を超える先が収益に悪影響を受けている。 

・原材料・資材価格は上昇傾向が続いており，製造業・非製造業とも 9 割を超える先が「上昇」とし

ている。上昇品目は鋼材，石油製品のほか製造業では化学，非製造業では木材等が挙げられている。 

・先行きの価格動向は，9割弱が上昇するとみている。 

（為替相場の影響） 

・現在の為替水準は，収益に悪い影響を与えるとの先が 4 割を超えている。製造業・非製造業とも急

激な円安による悪い影響が拡大している。 

・円安対策について，製造業の 27％，非製造業の 6％が対策を行っており，コスト上昇分の価格転嫁

（43％）や仕入先・方法の変更（34％）などを挙げている。非製造業では，為替予約等によるリス

クヘッジが 36％となっている。 

・適正な為替水準は，110～120円未満が 5割強，次いで 100～110円未満が 4割弱となっている。 

 

 

・原油・天然ガス価格の上昇により，製造業で 79％，非製造業で 57％の先が収益に悪影響を受けている。

前回調査と比べると，製造業・非製造業ともに悪影響の割合が増加している。 

・原材料・資材価格の動向により，製造業で 85％，非製造業で 77％の先が収益に悪影響を受けている。
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Ⅳ．雇用状況 ～製造業・非製造業ともに不足感が強い状況が継続～ 

・雇用判断ＤＩは 35.4（前回比▲3.3）と，製造業・非製造業とも不足感が継続している。 

・人手不足への主な対応策は，正規雇用の増加（64％），派遣・パート社員の活用（49％），時間外労働

で対応（39％）などを挙げている。 

・来年度（来年 4月入社）の新卒採用は，製造業・非製造業とも「増やす」が「減らす・採用しない」

を上回っており，「2022年度並み」が，製造業では約 6割，非製造業では約 5割となっている。 
 

Ⅴ．設備投資(中国地域) ～設備投資計画は堅調推移を見込む～ 

・2022 年度に，中国地域への設備投資を計画している企業は 62％となっており，2021 年度とほぼ同水

準にある。 

・投資額は，2021年度より増やす（41％）が減らす（14％）を上回っている。製造業／非製造業別にみ

ると，製造業はやや慎重，非製造業は積極的な計画となっている。 
 

Ⅵ．新型コロナ感染症による影響について  ～６５％で悪影響，前回より改善～ 

・新型コロナ感染による事業への影響は，65％の先で依然として悪影響が出ているものの，割合は減少。 

・売上（受注）がコロナ前の水準に戻る時期は，2023 年 4 月以降とする先が 73％（製造業 76％，非製

造業 71％）となっており，前回調査より回復が遅くなるとみている。 
 

Ⅶ．サプライチェーンの混乱について  ～製造業を中心に５割超が悪影響～ 

（サプライチェーンの混乱について） 

・サプライチェーンの混乱が続いており，全産業の 52％（製造業 68％，非製造業 45％）が悪影響を受け

ている。 

・混乱回避の対策は，調達先の多様化（63％），調達先の変更（29％），在庫量の引き上げ（29％）などと

なっている。 

（半導体不足について） 

・半導体不足が事業に与える影響が続いており，全産業の 62％（製造業 67％，非製造業 60％）が悪影響

を受けている。製造業のなかで、かなり悪影響を受けている業種は，自働車関連（91％），一般機械（60％）

となっている。 

・半導体不足が解消する時期は，2023 年 4 月以降とする先が 67％（製造業 70％，非製造業 65％）とな

っており，前回調査より回復が遅くなるとみている。 
 

Ⅷ．外国人材の活用促進について ～３割が外国人材を雇用，１割が留学生を継続的に採用～ 

（外国人材の雇用状況） 

・約 3割が外国人材を雇用しており，雇用理由として，高度外国人材では「優秀な人材確保」，特定技能

資格者・技能実習生では「人手不足への対応」が 8割を超える。 

・雇用における課題は，高度外国人材，特定技能資格者・技能実習生ともに「外国人材の日本語能力不

足」が 4割を超え最も多い。また，特定技能資格者・技能実習生では「在留資格・雇用管理等手続き

の負担」，「在留期間の制限」が 3割を超える。 

・外国人の活用促進に向けて，「受入外国人への日本語教育に係る支援」（53％），「適正な労働条件と雇

用管理の確保」（41％），「在留資格手続きの円滑化・迅速化」（37％）が必要と考えている。 

（外国人留学生の採用動向） 

・昨年度に外国人留学生を採用した企業は約 1割強となっており，コロナ禍においても昨年 5月調査時

とほぼ変化はなく，引き続き企業の貴重な戦力として期待していることが窺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＤＩ：   ディフュージョン・インデックスの略。企業の業況感や雇用人員の過不足などの各種判断を指数化したもの。一般的に「良い」と回答した 

企業の割合から「悪い」と回答した企業の割合を引いた数値で求め，良い・悪いなどの「景況水準（レベル）」を表す。 

・ＢＳＩ： ビジネス・サーベイ・インデックス（景気動向指数）の略。算出方法は「上昇（増加）」と回答した企業の割合から「低下（減少）」と回答した 

企業の割合を引いた数値で求める。上昇（増加）・下降（減少）などの「景況変化（方向性）」を表す。 
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Ⅰ．景気動向                                 

 

１．現在（2022年 5月）の景況感について 

・景況感ＤＩ（「大変良い＋良い」割合－「悪い＋大変悪い」割合）は，▲35.3（前回比＋7.6）と改善するも，引き

続き大幅なマイナスが続く。製造業/非製造業別では，製造業は▲29.1（同＋1.8），非製造業は▲38.3

（同＋9.4）となり，マイナス幅は縮小した。 

・先行き（２～３ヵ月先）の景況感ＤＩは▲39.3（現状比▲4.0）と悪化する見通しとなっている。製造

業/非製造業別にみても，製造業で▲39.2（同▲10.1），非製造業も▲39.5（同▲1.2）と，ともに悪化

する見通しとなり，特に製造業ではマイナス幅が大きくなる見通しとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中国地域の景況感ＤＩは，新型コロナ感染防止策と経済活動との両立が進むなかで，非製造業を

中心に改善がみられ，マイナス幅が縮小（前回▲42.9→今回▲35.3）。 

・先行き（2～3 ヶ月先）は，原材料・資材価格や原油価格の上昇，為替相場の動向などの懸念か

ら，製造業を中心に，再び悪化（▲39.3）する見通しとなっている。 

 

2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 先行き

18年 19年 20年 21年 22年

全産業 23.4 23.8 13.2 13.4 14.1 1.2 ▲ 6.3 ▲ 11.6▲ 30.3▲ 74.5▲ 76.1▲ 59.8▲ 47.4▲ 52.4▲ 45.2▲ 36.9▲ 42.9▲ 35.3▲ 39.3

製造業 32.9 29.4 23.8 16.2 15.9 ▲ 11.4▲ 13.6▲ 21.5▲ 46.5▲ 74.0▲ 78.5▲ 60.3▲ 49.3▲ 49.4▲ 39.7▲ 33.4▲ 30.9▲ 29.1▲ 39.2

非製造業 19.5 21.7 8.1 12.2 13.3 6.9 ▲ 3.0 ▲ 7.4 ▲ 23.0▲ 74.7▲ 75.1▲ 59.7▲ 46.5▲ 53.7▲ 47.3▲ 38.4▲ 47.7▲ 38.3▲ 39.5

▲ 100.0

0.0

100.0

【 D.I.】 中国地方景況感D.I.の推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業
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２．景況感が悪いとしている要因について（景況感が悪いとした回答先） 

・景況感が悪いと回答した先の主な要因は，「原材料・資材価格の上昇（75.8％）」(前回比＋21.3)が最

も多く，次いで「原油価格の上昇（59.3％）」(同＋25.4)，「個人消費の減少（36.3％）」（同▲18.2），

「企業収益の悪化（31.9％）」（同▲7.4）となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「原材料・資材価格の上昇（96.6％）」（前回比＋12.0）が最

も多く，次いで「原油価格の上昇（62.1％）」（同＋27.5），「企業収益の悪化（24.1％）」（同▲6.7％），

非製造業では「原材料・資材価格の上昇（66.1％）」（同＋20.8）が最も多く，次いで「原油価格の上

昇（58.1％）」（同＋24.4），「個人消費の減少（45.2％）」（同▲14.1）となっている。 

・前回調査と比べると，製造業･非製造業ともに「原材料・資材価格の上昇」「原油価格の上昇」が大幅

に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.8 

59.3 

36.3 

31.9 

14.3 

8.8 

8.8 

3.3 

3.3 

3.3 

1.1 

8.8 

96.6 

62.1 

17.2 

24.1 

13.8 

3.4 

6.9 

0.0 

10.3 

3.4 

0.0 

13.8 

66.1 

58.1 

45.2 

35.5 

14.5 

11.3 

9.7 

4.8 

0.0 

3.2 

1.6 

6.5 

0 20 40 60 80 100

原材料・資材価格の上昇

原油価格の上昇

個人消費の減少

企業収益の悪化

設備投資の減少

為替相場

海外経済の低迷

公共投資の減少

輸出の減少

雇用情勢の悪化

株価の下落

その他

（％）

【景況感が悪い要因】

全産業

製造業

非製造業
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３．先行き（２～３ヵ月先）の懸念材料について 

・先行きの懸念材料は「原材料・資材価格の動向（71.6％）」（前回比＋18.7），次いで「原油価格の動向

（45.7％）」（同＋7.0），「個人消費の動向（30.8％）」（同▲14.1），「設備投資の動向（22.6％）」（同

▲4.1）となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「原材料・資材価格の動向（90.5％）」（前回比＋13.8)が最

も多く，次いで「原油価格の動向（66.7％）」(同＋23.4)，「為替相場の動向（30.2％）」(同＋23.5)，

「海外経済の動向（22.2％）」(同▲2.8)となっている。非製造業では「原材料・資材価格の動向（63.4％）」

(同＋19.2)が最も多く，次いで「個人消費の動向（39.3％）」(同▲10.4)，「原油価格の動向（36.6％）」

(同▲0.4)「設備投資の動向（24.1％）」(同▲5.0)となっている。 

・製造業では「原材料・資材価格」「原油価格動向」とともに，「為替相場の動向」に対する懸念が急激

に上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※全産業の先行き懸念材料について（回答割合と前回比） 

懸念材料 8 月調査 11 月調査 2 月調査(2022年) 5 月調査 

原材料・資材価格の動向 26.8％ 45.7％（＋18.9） 52.9％（＋7.2） 71.6％（＋18.7） 

  (製造業) 50.8％ 64.3％（＋13.5） 76.7％（＋12.4） 90.5％（＋13.8） 

原油価格の動向 6.8％ 36.8％（＋30.0） 38.7％（＋1.9） 45.7％（＋7.0） 

個人消費の動向 56.6％ 43.5％（▲13.1） 44.9％（＋1.4） 30.8％（▲14.1） 

設備投資の動向 36.6％ 25.1％（▲11.5） 26.7％（＋1.6） 22.6％（▲4.1） 

為替相場の動向 3.0％ 9.0％（＋6.0） 3.6％（▲5.4 ） 20.2％（＋16.6） 

  ※前々回（11月）調査より「原材料価格の動向」から「原材料・資材価格の動向」へ選択肢を変更 
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30.8 

22.6 
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13.5 

11.5 

3.4 
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90.5 

66.7 

11.1 

19.0 

22.2 
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7.9 

7.9 

4.8 

0.0 

0.0 

3.2 

0.0 

11.1 

63.4 

36.6 

39.3 

24.1 

22.1 

15.9 

17.2 

15.9 

14.5 

4.8 

4.1 

0.7 

0.7 

6.9 

0 20 40 60 80

原材料・資材価格の動向

原油価格の動向

個人消費の動向

設備投資の動向

海外経済の動向

為替相場の動向

景気対策の動向

消費者物価の動向

公共投資の動向

金利の動向

株式市場の動向

輸出の動向

税制の動向

その他

（％）

【先行きの懸念材料】

全産業

製造業

非製造業
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Ⅱ．業績見通し                                

 

１．2022年度の売上見通しについて 

・2022年度の売上見通しについて，「増加」が 33.6％，「横這い」が 47.1％，「減少」が 19.3％で，売上

判断ＢＳＩ（「増加」割合－「減少」割合）は＋14.3となり，増収を見込む企業が多い。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「増加」が 29.2％，「横這い」が 55.6％，「減少」が 15.3％で，

売上判断ＢＳＩは＋13.9，非製造業は「増加」が 35.8％，「横這い」が 43.0％，「減少」が 21.2％で，

売上判断ＢＳＩは＋14.6と，製造業/非製造業ともに増収を見込む先が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．2022年度の利益見通しについて 

・2022年度の利益見通しについて，「増加」が 25.1％，「横這い」が 42.2％，「減少」が 32.7％で，利益

判断ＢＳＩ（「増加」割合－「減少」割合）は▲7.6と減益を見込む先が多い。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「増加」が 19.4％，「横這い」が 43.1％，「減少」が 37.5％で，

利益判断ＢＳＩは▲18.1，非製造業は「増加」が 27.8％，「横這い」が 41.7％，「減少」が 30.5％で，

利益判断ＢＳＩは▲2.7と，製造業/非製造業とも減益を見込む先が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・2022年度の業績見通しについて，売上判断ＢＳＩは 14.3と増収を見込む先が多い。 

・一方、利益判断ＢＳＩは▲7.6と，製造業を中心に減益を見込む先が多い。 

 

19/02 19/05 19/08 19/11 20/02 20/05 20/08 20/11 21/02 21/05 21/08 21/11 22/02 22/05

全産業 ▲ 10.9 ▲ 6.1 ▲ 10.9 ▲ 14.4 ▲ 13.5 ▲ 63.6 ▲ 57.7 ▲ 49.6 ▲ 34.8 ▲ 5.7 ▲ 9.3 ▲ 6.9 ▲ 0.9 ▲ 7.6

製造業 ▲ 5.8 ▲ 14.2 ▲ 20.0 ▲ 21.4 ▲ 28.8 ▲ 69.4 ▲ 64.6 ▲ 51.6 ▲ 47.0 12.0 16.1 1.3 15.3 ▲ 18.1

非製造業 ▲ 12.9 ▲ 2.5 ▲ 6.7 ▲ 11.3 ▲ 6.7 ▲ 61.1 ▲ 54.7 ▲ 48.7 ▲ 30.0 ▲ 13.3 ▲ 18.8 ▲ 11.0 ▲ 7.2 ▲ 2.7

▲ 75.0

0.0

75.0
【BSI】

（年/月）

経常利益BSIの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業

19/02 19/05 19/08 19/11 20/02 20/05 20/08 20/11 21/02 21/05 21/08 21/11 22/02 22/05

全産業 17.2 3.1 ▲ 1.2 ▲ 8.7 ▲ 6.8 ▲ 62.3 ▲ 62.1 ▲ 57.2 ▲ 39.9 7.7 3.3 5.6 14.4 14.3

製造業 27.6 ▲ 2.8 ▲ 6.7 ▲ 18.8 ▲ 24.6 ▲ 68.0 ▲ 70.9 ▲ 67.2 ▲ 59.1 22.4 23.6 18.6 29.7 13.9

非製造業 12.9 5.6 1.2 ▲ 4.4 1.2 ▲ 59.9 ▲ 58.3 ▲ 53.4 ▲ 32.3 1.1 ▲ 4.5 ▲ 0.6 8.4 14.6

▲ 75.0

0.0

75.0
【BSI】

（年/月）

売上BSIの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業
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Ⅲ．原油・天然ガス価格，原材料・資材価格，為替相場の影響等について                      

 

１．最近（2～3ケ月程度）の原油・天然ガス価格の上昇による収益への影響について 

※「良い影響」：「かなり良い影響」＋「ある程度良い影響」， 「悪い影響」：「かなり悪い影響」＋「ある程度悪い影響」 

・原油・天然ガス価格の上昇が収益に与える影響については，「悪い影響」が 67.9％（前回比＋4.8）

と最も多く，次いで「影響は受けていない（22.3％）」（同▲4.5），「良い影響（9.8％）」（同▲0.3）

となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，「悪い影響」が製造業で 70.8％（前回比▲7.7），非製造業では 66.4％

（同＋9.3）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（原油・天然ガス価格上昇の影響） 

・原油・天然ガス価格上昇により、7割程度の先が収益への悪影響を受けている。 

（原材料・資材価格の動向と影響） 

・原材料・資材価格の動向により，8割を超える先が収益に悪影響を受けている。 

・原材料・資材価格は上昇傾向が続いており，製造業・非製造業とも 9割を超える先が「上昇」とし

ている。上昇品目は鋼材，石油製品のほか製造業では化学，非製造業では木材等が挙げられている。 

・先行きの価格動向は，9割弱が上昇するとみている。 

（為替相場の影響） 

・現在の為替水準は，収益に悪い影響を与えるとの先が 4 割を超えている。製造業・非製造業とも

急激な円安による悪い影響が拡大している。 

・円安対策について，製造業の 27％，非製造業の 6％が対策を行っており，コスト上昇分の価格転

嫁（43％）や仕入先・方法の変更（34％）などを挙げている。非製造業では，為替予約等による

リスクヘッジが 36％となっている。 

・適正な為替水準は，110～120 円未満が 5 割強，次いで 100～110 円未満が 4 割弱となって

いる。 

 

3.5 

2.2 

2.7 

5.4 

1.5 

2.8 

2.6 

2.5 

2.6 

9.3 

7.9 

7.1 

8.1 

4.6 

11.1 

9.9 

9.2 

5.3 

30.1 

26.8 

22.3 

13.5 

15.4 

15.3 

38.2 

31.3 

25.7 

46.5 

52.6 

52.7 

54.1 

60.0 

50.0 

42.8 

49.7 

53.9 

10.6 

10.5 

15.2 

18.9 

18.5 

20.8 

6.6 

7.4 

12.5 

0% 25% 50% 75% 100%

2021年11月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

2021年11月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

2021年11月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【原油・天然ガス価格が収益に与える影響】

かなり良い影響を受けている ある程度良い影響を受けている 影響は受けていない
ある程度悪い影響を受けている かなり悪い影響を受けている
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２．原材料･資材価格の動向と収益への影響等について 

（１）原材料・資材価格の動向が収益に与える影響について  

※「良い影響」：「かなり良い影響」＋「ある程度良い影響」，「悪い影響」：「かなり悪い影響」＋「ある程度悪い影響」  

・原材料・資材価格の動向が収益に与える影響については，「悪い影響」が 81.8％（前回比＋1.7）

が最も多く，次いで「影響は受けていない（9.8％）」，「良い影響（8.4％）」となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，「悪い影響」が製造業で 83.1％（前回比▲1.8），非製造業では 80.9％

（同＋3.7）」と高水準で推移している。特に製造業では「かなり悪い影響を受けている」が 42.4％

（同＋2.8）と高水準となっている。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）最近の原材料･資材価格の動向について 

①最近（2～3ケ月程度）の原材料･資材価格の動向について 

※「上昇」：「かなり上昇」＋「やや上昇」，「低下」：「かなり低下」＋「やや低下」 

・最近の原材料・資材価格について，「上昇」が 94.3％（前回比＋6.2）と最も多く，次いで「横

這い（5.7％）」となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，「上昇」が製造業で 94.8％（前回比＋2.3），非製造業では 93.9％

（同＋8.7）となっている。 
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かなり上昇している やや上昇している 横這い やや低下している かなり低下している
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②上昇している原材料・資材について 

・上昇している原材料･資材は，「鋼材(53.8％)」（前回比▲2.6）が最も多く，次いで「石油製

品(52.3％)」（同▲0.7），「非鉄金属(26.2％)」（同＋2.3），「木材(19.2％)」（同＋1.3）とな

っている。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③価格転嫁について 

※「できている」：「できている」＋「ある程度できている」 

・上昇したコストの価格への転嫁については，「できている」が 42.1％（前回比＋1.9），「でき

ていないが，今後価格転嫁予定（41.3％）」（同＋7.1），「できておらず，今後も困難（16.7％）」

（同▲8.9）となっており，引き続き緩やかながら価格転嫁が進みつつある。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「できている（43.4％）」（前回比＋4.6），「できてい

ないが，今後価格転嫁予定（47.2％）」（同＋14.5）となっており，これらを合わせた 90.6％

（同＋19.1）が価格転嫁ないし転嫁見込みとなっている。非製造業も「できている（41.1％）」

（同▲0.1），「できていないが，今後価格転嫁予定（37.0％）」（同＋1.7）となっており，こ

れらを合わせた 78.1％（同＋1.6）が価格転嫁ないし転嫁見込みとなっている。 

 

 

 

 

  

53.8 

52.3 

26.2 

19.2 

16.2 

12.3 

10.0 

5.4 

13.8 

49.1 

49.1 

29.1 

5.5 

21.8 

12.7 

14.5 

7.3 

9.1 

57.3 

54.7 

24.0 

29.3 

12.0 

12.0 

6.7 

4.0 

17.3 

0 10 20 30 40 50 60 70

鋼材

石油製品

非鉄金属

木材

化学

食料

紙

繊維

その他

（％）

【上昇している原材料・資材】

全産業

製造業

非製造業

4.3 

2.4 

4.1 

3.8 

4.4 

1.4 

35.9 

39.7 

34.7 

39.6 

36.8 

39.7 

34.2 

41.3 

32.7 

47.2 

35.3 

37.0 

25.6 

16.7 

28.6 

9.4 

23.5 

21.9 

0% 25% 50% 75% 100%

2022年2月調査

2022年5月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【上昇したコストの価格転嫁】

できている ある程度できている できていないが，今後価格転嫁予定 できておらず，今後も困難
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（３）先行き（2～3ケ月後）の原材料･資材価格の動向について 

※「上昇」：「かなり上昇」＋「やや上昇」，「低下」：「かなり低下」＋「やや低下」 

・先行き（2～3ヵ月後）の原材料価格の動向について，「上昇」が 89.8％，「横這い」が 9.5％，「低

下」が 0.7％となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業で「上昇」が 89.8％，「横這い」が 10.2％，非製造業では

「上昇」が 89.8％，「横這い」が 9.0％，「低下」が 1.3％となっており，製造業・非製造業とも

に「上昇」が続くとみている割合が大幅に上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．現在の為替水準について 

（１）現在の為替水準が収益に与える影響について 

[回答期間中の対米ドル為替相場：今回 5月調査 127～130円，前回 2月調査：114～116円，前々回 11月調査：113～115円] 
※「良い影響」：「かなり良い影響」＋「ある程度良い影響」，「悪い影響」：「かなり悪い影響」＋「ある程度悪い影響」 

・為替水準の収益への影響について,「良い影響」が 13.5％,「影響は受けていない」が 45.4％,「悪

い影響」が 41.2％（前回比：＋16.3，前々回比：＋22.7）となっており，「悪い影響」が拡大しつ

つある。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業で「良い影響」が 22.2％,「影響は受けていない」が 30.6％,

「悪い影響」が 47.2％（前回比：＋10.7，前々回比：＋20.1）となっている。非製造業では「良い

影響」が 9.0％，「影響は受けていない」が 52.8％，「悪い影響」が 38.2％（前回比：＋18.1，前々

回比：＋24.2）となっている。製造業・非製造業ともに「悪い影響」が拡大しつつある。 
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（２）円安への対応策の実施・検討状況について 

・円安への対応策の実施・検討状況について，「対策を行っている」13.6％，「対策を検討中」27.3％，

「特に対策を行っていない・行う予定はない」59.1％となっており，4割程度の先が対応策につい 

 実施・検討している。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「対策を行っている」，26.5％，「対策を検討中」35.3％， 

「特に対策を行っていない・行う予定はない」38.2％となっている。非製造業では「対策を行ってい

る」5.6％，「対策を検討中」22.2％，「特に対策を行っていない・行う予定はない」72.2％となって

おり，製造業で対応策について検討・実施している割合が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）円安に対する具体的な対策について 

・円安に対する対策について，「原材料やエネルギーコスト上昇分の販売価格への転嫁」43.2％が最も

多く，次いで「仕入先・方法の変更」34.1％，「固定費削減」25.0％，「為替予約等によるリスクヘ

ッジ」22.7％となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「原材料やエネルギーコスト上昇分の販売価格への転嫁」

43.3％が最も多く，次いで「仕入先・方法の変更」36.7％，「固定費削減」30.0％，「為替予約等に

よるリスクヘッジ」16.7％，「製造体制の見直し」16.7％となっている。非製造業では「原材料やエ

ネルギーコスト上昇分の販売価格への転嫁」42.9％が最も多く，次いで「為替予約等によるリスク

ヘッジ」35.7％，「仕入先・方法の変更」28.6％，「既存仕入価格の変更」21.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.6 

26.5 

5.6 

27.3 

35.3 

22.2 

59.1 

38.2 

72.2 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【円安への対応策の実施・検討状況】

対策を行っている 対策を検討中 特に対策を行っていない・行う予定はない

43.2 

34.1 

25.0 

22.7 

13.6 

11.4 

11.4 

9.1 

6.8 

2.3 

2.3 

43.3 

36.7 

30.0 

16.7 

10.0 

13.3 

16.7 

10.0 

10.0 

0.0 

3.3 

42.9 

28.6 

14.3 

35.7 

21.4 

7.1 

0.0 

7.1 

0.0 

7.1 

0.0 

0 10 20 30 40 50

原材料やエネルギーコスト

上昇分の販売価格への転嫁

仕入先・方法の変更

固定費削減

為替予約等によるリスクヘッジ

既存仕入価格の変更

燃料費等の節約

製造体制の見直し

輸入品から国産品への

切り替え

人件費の抑制

既存設備の省エネ関連商品

への切り替え

輸出の拡大

（％）

【円安に対する具体的な対策】

全産業

製造業

非製造業
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（４）事業を展開する上で適正な為替水準について 

・事業を展開する上での適正な為替水準は，「110～120円未満」が 53.8％と最も多く，次いで「100

～110円未満」37.1％，「120～130円未満」6.4%となっている。 

・前回調査から急激な円安に振れるなかで，「110円以上」が 61.8％（前回比＋19.9）で，前回調査

から大幅増加しており，円安へのシフトがみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.0 

1.1 

4.8 

1.4 

0.7 

0.9 

56.1 

37.1 

56.4 

40.0 

55.9 

35.4 

38.4 

53.8 

33.8 

48.6 

40.5 

56.9 

3.5 

6.4 

4.8 

10.0 

2.9 

4.3 

1.6 

2.6 

0% 25% 50% 75% 100%

2022年2月調査

2022年5月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【適正な為替水準】

100円未満 100円～110円未満 110円～120円未満 120円～130円未満 130円以上



11 

 

Ⅳ．雇用状況                                 

 

１．現在の雇用状況について 

・雇用判断ＤＩ（「不足＋やや不足」割合－「過剰＋やや過剰」割合）は，35.4（前回比▲3.3）と，引き続き不足感

が強い状況が続いている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は 26.4（同＋1.4），非製造業では 39.5（同▲4.3）となっており，

製造業・非製造業ともに不足感が強い状況が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・雇用判断ＤＩは 35.4（前回比▲3.3）と，製造業・非製造業とも不足感が継続している。 

・人手不足への主な対応策は，正規雇用の増加（64％），派遣・パート社員の活用（49％），時間

外労働で対応（39％）などを挙げている。 

・来年度（来年 4月入社）の新卒採用は，製造業・非製造業とも「増やす」が「減らす・採用しな

い」を上回っており，「2022年度並み」が，製造業では約 6割，非製造業では約 5割となって

いる。 

 

2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月

18年 19年 20年 21年 22年

全産業 59.0 53.0 49.2 51.8 55.6 45.2 48.2 45.0 42.3 18.1 16.3 21.4 28.4 22.7 33.5 33.7 38.7 35.4

製造業 67.7 60.9 53.5 56.7 60.8 31.4 48.0 28.5 16.4 ▲ 5.4 ▲ 10.2 0.0 13.7 3.9 22.0 24.0 25.0 26.4

非製造業 55.5 49.8 47.1 49.7 53.5 51.2 48.2 52.2 53.7 28.3 27.7 29.6 34.0 31.0 37.8 38.3 43.8 39.5

▲ 80.0

0.0

80.0
【D.I】 雇用判断D.Iの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業

「不
足
」超

「過
剰
」超

10.0 

8.3 

10.8 

32.8 

27.8 

35.0 

49.8 

54.2 

47.8 

7.0 

9.7 

5.7 

0.4 

0.6 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【雇用判断】

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰
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２．人手不足への対応について 

・不足への対応として，「正規雇用の増加」が 63.5％（前回比▲2.2）と最も多く，次いで「派遣・

パート社員の活用（49.0％）」(同＋1.4），「時間外労働で対応（38.5％）」(同▲0.5)となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．新卒採用について 

・2023年度（2023年 4月入社）の新卒採用計画について，2022年度の実績と比べると，「昨年度並

み」が 55.6％と最も多く，次いで「増やす」（23.1％），「未定」（10.7％），「採用しない」（6.2％），

「減らす」（4.4％）となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「昨年度並み」が 62.0％と最も多く，次いで「増やす」

が 19.7％，「減らす＋採用しない」が 8.4％となっている。非製造業も「昨年度並み」が 52.6％

と最も多く，次いで「増やす」が 24.7％，「減らす＋採用しない」が 11.6％となっており，製造

業・非製造業ともに「増やす」が「減らす＋採用しない」を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63.5 

49.0 

38.5 

26.0 

19.8 

9.4 

5.2 

68.0 

48.0 

40.0 

24.0 

24.0 

12.0 

4.0 

62.0 

49.3 

38.0 

26.8 

18.3 

8.5 

5.6 

0 20 40 60 80

正規雇用の増加

派遣・パート社員の活用

時間外労働で対応

アウトソーシング

非正規雇用の増加

外国人労働者の活用

その他

（％）

【人手不足への対応策】

全産業

製造業

非製造業

23.1 

19.7 

24.7 

55.6 

62.0 

52.6 

4.4 

7.0 

3.2 

6.2 

1.4 

8.4 

10.7 

9.9 

11.0 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【2023度年4月入社の新卒採用動向（対前年度比）】

増やす 2022年度並み 減らす 採用しない 未定
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Ⅴ．設備投資（中国地域）                                

 

１．中国地域への設備計画の有無について 

・2022年度の中国地域への設備投資計画について，「計画あり」が製造業で 74.6％（2021年度実績

比▲3.9），非製造業で 55.6％（同▲2.2），全産業で 61.6％（同▲2.0）となっており，昨年度と

ほぼ同水準にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．投資内容について 

※以下は，中国地域へ設備投資を「実施した(計画あり)」と回答した先の内容。 

（１）投資額の増減について 

 

・2022年度の設備投資計画は，2021年度に比べて「増やす」が 41.2％（2021年度実績比＋1.5），

「横這い」が 45.1％（同＋3.8），「減らす」が 13.7％（同▲5.3）となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，2022年度は，2021年度に比べて製造業では「増やす」が 28.6％

（2021年度実績比▲24.0），「減らす」が 17.1％（同＋6.6）となっている。一方，非製造業で

は「増やす」が 47.7％（同＋13.9），「減らす」が 11.9％（同▲11.0）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・2022年度に，中国地域への設備投資を計画している企業は 62％となっており，2021年度と

ほぼ同水準にある。 

・投資額は，2021年度より増やす（41％）が減らす（14％）を上回っている。製造業／非製造

業別にみると，製造業はやや慎重，非製造業は積極的な計画となっている。 

 

※「増加」：「大幅に増加」＋「増加」，「減少」：「大幅に減少」＋「減少」 

61.6 

23.2 

8.0 

18.3 

9.4 

74.6 

26.8 

12.7 

7.0 

11.3 

55.6 

21.6 

5.9 

23.5 

8.5 

0 10 20 30 40 50 60 70

中国地方

中国地方以外の国内

海外

投資計画なし

わからない

（％）

【2022年度の設備投資計画地域】

全産業

製造業

非製造業

12.4 

9.8 

10.5 

2.9 

13.3 

13.4 

27.3 

31.4 

42.1 

25.7 

20.5 

34.3 

41.3 

45.1 

36.8 

54.3 

43.4 

40.3 

13.2 

13.7 

10.5 

17.1 

14.5 

11.9 

5.8 

8.4 

0% 25% 50% 75% 100%

2021年度実績

2022年度計画

2021年度実績

2022年度計画

2021年度実績

2022年度計画

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【中国地方の設備投資額（前年度比較）】

大幅に増加（大幅に増やす） 増加（増やす） 横這い 減少（減らす） 大幅に減少（大幅に減らす）
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（２）設備投資目的について 

・2022年度計画における設備投資目的については，「維持・補修」が 64.4％と最も多く，次いで「合

理化・省力化（41.6％）」，「増産・拡販（25.7％）」，「新製品・製品高度化（20.8％）」となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64.4 

41.6 

25.7 

20.8 

10.9 

9.9 

5.0 

3.0 

55.6 

50.0 

30.6 

38.9 

19.4 

5.6 

8.3 

0.0 

69.2 

36.9 

23.1 

10.8 

6.2 

12.3 

3.1 

4.6 

0 10 20 30 40 50 60 70

維持・補修

合理化・省力化

増産・拡販

新製品・製品高度化

研究・開発

新規事業参入

脱炭素・カーボン

ニュートラル技術

その他

（％）

【2022年度の設備投資目的】

全産業

製造業

非製造業
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Ⅵ．新型コロナ感染症による影響について                    

 

１．新型コロナ感染症による事業への影響について 

（１）足元の事業への影響について 

 

 ・新型コロナ感染による事業への影響について，「悪影響が出ている」が 64.9％（前回比▲10.3）

となっており,悪影響を受けている先は減少している。 

 ・製造業/非製造業別にみると，「悪影響が出ている」が製造業で 68.0％（前回比▲8.9），非製造業

で 63.4％(同▲11.2)となっており，製造業・非製造業ともに悪影響が減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）売上（受注）がコロナ前の水準に戻る時期について 

・「悪影響が出ている」と回答した先において，売上(受注)がコロナ前の水準に戻る時期は，2023年

4月以降が 72.9％（前回調査：40.0％）となっており，前回調査から回復時期がずれ込んでいる。 

・製造業/非製造業別にみると，2023年 4月以降に回復を見込む先は，製造業で 76.1％（前回調査：

32.6％），非製造業で 71.3％（同：43.1％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新型コロナ感染による事業への影響は，65％の先で依然として悪影響が出ているものの，割合

は減少。 

・売上（受注）がコロナ前の水準に戻る時期は，2023年 4月以降とする先が 73％（製造業 76％，

非製造業 71％）となっており，前回調査より回復が遅くなるとみている。 

 

※「悪影響が出ている」：「大きく悪影響が出ている」＋「若干の悪影響が出ている」 

20.6 

22.2 

19.3 

18.7 

15.4 

19.4 

21.5 

24.9 

19.2 

36.9 

53.0 

45.6 

37.3 

61.5 

48.6 

36.7 

49.7 

44.2 

0% 25% 50% 75% 100%

2021年11月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

2021年11月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

2021年11月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【新型コロナウイルス感染拡大に伴う自社の事業への影響度合い】

大きく悪影響が出ている 若干の悪影響が出ている その他

1.4 

2.1 

2.9 

4.3 

11.4 

8.7 

12.8 

11.4 

15.2 

9.6 

31.4 

41.3 

26.6 

2.9 

4.3 

5.7 

6.5 

5.3 

32.9 

28.3 

35.1 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【売上(受注)がコロナ前の水準に戻る時期】

～2022年6月 2022年7～9月 2022年10～12月 2023年1～3月 2023年4～6月 2023年7～9月 2023年10～12月 2024年1月以降

2022年度 2023年度上期 2023年度下期以降
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Ⅶ．サプライチェーンの混乱について                   

 

１．新型コロナを契機としたサプライチェーンの混乱について 

（１）現在のサプライチェーンの混乱による事業への影響について 

 

  

・サプライチェーンの混乱による影響について，「悪い影響」が 52.3％（前回比▲0.5）が最も多く，

次いで「影響は受けていない（44.1％）」（同▲0.1 ），「良い影響（3.6％）」（同＋0.6）となって

おり，前回とほぼ同じ割合となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，「悪い影響」が製造業で 67.6 ％（前回比＋3.0），非製造業で 45.0％

（同▲3.2）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（サプライチェーンの混乱について） 

・サプライチェーンの混乱が続いており，全産業の 52％（製造業 68％，非製造業 45％）が悪影

響を受けている。 

・混乱回避の対策は，調達先の多様化（63％），調達先の変更（29％），在庫量の引き上げ（29％）

などとなっている。 

（半導体不足について） 

・半導体不足が事業に与える影響が続いており，全産業の 62％（製造業 67％，非製造業 60％）

が悪影響を受けている。製造業のなかで、かなり悪影響を受けている業種は，自働車関連（91％），

一般機械（60％）となっている。 

・半導体不足が解消する時期は，2023年 4月以降とする先が67％（製造業 70％，非製造業 65％）

となっており，前回調査より回復が遅くなるとみている。 

 

※「良い影響」：「かなり良い影響を受けている」＋「ある程度良い影響を受けている」， 

「悪い影響」：「かなり悪い影響を受けている」＋「ある程度悪い影響を受けている」 

0.4 

0.9 

1.5 

2.8 

2.6 

2.7 

1.5 

2.8 

3.0 

2.7 

44.2 

44.1 

32.3 

26.8 

48.8 

52.3 

41.1 

38.2 

43.1 

45.1 

40.4 

34.9 

11.7 

14.1 

21.5 

22.5 

7.8 

10.1 

0% 25% 50% 75% 100%

2022年2月

2022年5月

2022年2月

2022年5月

2022年2月

2022年5月

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【サプライチェーン混乱による影響】

かなり良い影響を受けている ある程度良い影響を受けている 影響は受けていない
ある程度悪い影響を受けている かなり悪い影響を受けている
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（２）サプライチェーンの混乱回避の対策について（前問（１）で悪影響を受けている先が回答） 

・サプライチェーンの混乱回避のための対策として，「調達先の多様化」が 62.6％（前回比＋4.3） 

と最も多く，次いで「調達先の変更（29.0％）」（同＋4.7），「在庫量の引き上げ（29.0％）」( 

同＋5.5),「調達品(種類等)の変更（21.5％）」(同▲4.6)となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）半導体不足について 

①半導体不足の事業への影響について 

   ※「良い影響」：「かなり良い影響を受けている」＋「ある程度良い影響受けている」 

「悪い影響」：「かなり悪い影響を受けている」＋「ある程度悪い影響受けている」 

  ・半導体供給不足による事業への影響について，「悪い影響」が 62.1％（前回比＋0.8）と最も多

く，次いで「影響は受けていない（34.7％）」（同▲1.6），「良い影響（3.2％）」（同＋0.9）とな

っており，引き続き 6割以上の先が悪い影響を受けている。 

 ・製造業/非製造業別にみると，「悪い影響」が製造業で 67.2％（前回比▲5.3），非製造業で 59.9％

（同＋3.2）となっており，製造業・非製造業ともに悪影響が高水準で続いている。 

・製造業のなかで「かなり悪い影響を受けている」割合が高い業種は，「自動車関連（90.9％）」

「一般機械（60.0％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.6 

29.0 

29.0 

21.5 

6.5 

6.5 

5.6 

4.7 

4.7 

2.8 

2.8 

7.5 

59.6 

36.2 

42.6 

25.5 

6.4 

6.4 

8.5 

10.6 

6.4 

6.4 

2.1 

4.3 

65.0 

23.3 

18.3 

18.3 

6.7 

6.7 

3.3 

0.0 

3.3 

0.0 

3.3 

10.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

調達先の多様化

調達先の変更

在庫量の引き上げ

調達品(種類等)の変更

調達量の引き上げ

調達量の引き下げ

在庫量の引き下げ

製造量の引き上げ

製造工場の変更

製造量の引き下げ

販売先の変更

その他

（％） 【サプライチェーンの混乱回避のための対策】
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2021年11月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

2021年11月調査

2022年2月調査

2022年5月調査

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

【半導体供給不足が事業に与える影響】

かなり良い影響を受けている ある程度良い影響を受けている 影響は受けていない
ある程度悪い影響を受けている かなり悪い影響を受けている
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②半導体不足が解消する時期 

  ・半導体不足が解消する時期は，「2023 年 4 月以降（66.6％）」（前回調査：42.4％）が約 7 割を

占め，前回調査より回復時期がずれ込んでいる。 

 ・製造業/非製造業別にみると，「2023年 4月以降」が製造業で 69.6％（前回調査：30.3％），非

製造業で 65.1％(同 48.8％)となっており，ともに回復時期がずれ込んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.8 

2.2 

3.0 

4.7 

13.6 

17.4 

11.6 

15.9 

10.9 

18.6 

28.0 

32.6 

25.6 

3.0 

2.2 

3.5 

2.3 

2.2 

2.3 

33.3 

32.6 

33.7 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【半導体不足が解消する時期】

～2022年6月 2022年7～9月 2022年10～12月 2023年1～3月 2023年4～6月 2023年7～9月 2023年10～12月 2024年１月以降

2022年度 2023年度上期 2023年度下期以降
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Ⅷ．外国人材の活用促進について                         

 

１．外国人材の雇用状況 

（１）外国人材の雇用状況 

ａ．雇用状況 

・外国人材の雇用については，全産業では「雇用している」が 29.1％，「雇用していない」が 70.9％

となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「雇用している」が 43.7％，「雇用していない」が 56.3％，

非製造業では「雇用している」が 22.4％，「雇用していない」が 77.6％であり，製造業の方が雇

用している割合が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（外国人材の雇用状況） 

・約 3割が外国人材を雇用しており，雇用理由として，高度外国人材では「優秀な人材確保」，特定

技能資格者・技能実習生では「人手不足への対応」が 8割を超える。 

・雇用における課題は，高度外国人材，特定技能資格者・技能実習生ともに「外国人材の日本語能力

不足」が 4 割を超え最も多い。また，特定技能資格者・技能実習生では「在留資格・雇用管理等

手続きの負担」，「在留期間の制限」が 3割を超える。 

・外国人の活用促進に向けて，「受入外国人への日本語教育に係る支援」（53％），「適正な労働条件

と雇用管理の確保」（41％），「在留資格手続きの円滑化・迅速化」（37％）が必要と考えている。 

（外国人留学生の採用動向） 

・昨年度に外国人留学生を採用した企業は約 1割強となっており，コロナ禍においても昨年 5月調

査時とほぼ変化はなく，引き続き企業の貴重な戦力として期待していることが窺える。 

 

29.1 

43.7 

22.4 

70.9 

56.3 

77.6 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人材の雇用状況】

雇用している 雇用していない
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ｂ．雇用している人材の在留資格  

・上記で「雇用している」と回答した先の在留資格については，全産業では「高度人材」が 36.0％

で最も多く，「永住者・定住者（27.0％）」，「特定技能資格者・技能実習生（14.0％）」と続いて

いる。 

・製造業/非製造業にみると，製造業は「高度人材（35.2％）」の割合が最も高く、次いで「永住

者・定住者（24.1％）となっており，非製造業は「高度人材（36.9％）」の割合が最も高く、次

いで「永住者・定住者（30.4％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.0 

27.0 

14.0 

9.0 

7.0 

7.0 

35.2 

24.1 

20.4 

14.8 

1.9 

3.7 

36.9 

30.4 

6.5 

2.2 

13.0 

10.9 

0 10 20 30 40

高度人材（企業内転勤，国内外大学卒業者等

を含む）

永住者・定住者（日系人他）

技能実習生

特定技能資格者

資格外活動（留学生の週28時間以内の

アルバイト等）

その他

（％）

【雇用している外国人の在留資格割合】

全産業

製造業

非製造業
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ｃ．高度外国人材を雇用している理由・課題 

・高度外国人材を雇用している理由は，「優秀な人材の確保」が 81.6％で最も多く，次いで「海外

における事業活動での活用（47.4％）」，「外国人への対応・外国語の使用が必要（23.7％）」など

となっている。 

・雇用における課題については、「外国人材の日本語能力の不足」が 41.7％で最も多く、次いで、

「社内の受け入れ態勢が未整備」と「在留資格・雇用管理等手続きの負担」がともに 22.2％な

どとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81.6 

47.4 

23.7 

21.1 

15.8 

10.5 

5.3 

77.8 

55.6 

33.3 

22.2 

22.2 

0.0 

5.6 

85.0 

40.0 

15.0 

20.0 

10.0 

20.0 

5.0 

0 20 40 60 80

優秀な人材の確保

海外における事業活動での活用

外国人への対応・外国語の使用が必要

ダイバーシティ強化・社内の意識改革

外国人が持つ多様な価値観や経験，ノウハウの活用

人手不足への対応

その他

（％）

【高度外国人材を雇用する理由】

全産業

製造業

非製造業

41.7 

22.2 

22.2 

19.4 

19.4 

8.3 

2.8 

5.6 

25.0 

31.3 

0.0 

12.5 

6.3 

0.0 

0.0 

12.5 

55.0 

15.0 

40.0 

25.0 

30.0 

15.0 

5.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60

外国人材の日本語能力の不足

社内の受け入れ態勢が未整備

在留資格・雇用管理等手続きの負担

文化・価値観・習慣の違い

人材確保が困難

募集・受入等に関する手間・コスト

地域住民・コミュニティからの理解

その他

（％）

【高度外国人材の雇用における課題】

全産業

製造業

非製造業
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ｄ．特定技能資格者・技能実習生を雇用している理由・課題 

・特定技能資格者・技能実習生を雇用している理由は，「人手不足への対応」が 83.3％で最も多く，

次いで「優秀な人材の確保（27.8％）」，「海外における事業活動での活用（22.2%）」などとなって

いる。 

・雇用における課題については、「外国人材の日本語能力の不足」が 45.0%で最も多く、次いで、

「在留資格・雇用管理等手続きの負担（35.0%）」、「在留期間の制限（30.0%）」などとなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83.3 

27.8 

22.2 

16.7 

5.6 

5.6 

5.6 

5.6 

87.5 

25.0 

18.8 

12.5 

6.3 

0.0 

6.3 

0.0 

50.0 

50.0 

50.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0 20 40 60 80

人手不足への対応

優秀な人材の確保

海外における事業活動での活用

ダイバーシティ強化・社内の意識改革

外国人への対応・外国語の使用が必要

外国人が持つ多様な価値観や経験，ノウハウの活用

人件費の抑制

その他

（％）

【特定技能資格者・技能実習生を雇用する理由】

全産業

製造業

非製造業

45.0 

35.0 

30.0 

30.0 

25.0 

20.0 

20.0 

10.0 

5.0 

5.0 

56.3 

31.3 

31.3 

25.0 

25.0 

25.0 

25.0 

6.3 

6.3 

6.3 

0.0 

50.0 

25.0 

50.0 

25.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60

外国人材の日本語能力の不足

在留資格・雇用管理等手続きの負担

在留期間の制限

技能実習対象職種が限定的

管理団体・登録支援機関に係るコスト

文化・価値観・習慣の違い

特定技能対象分野が限定的

地域住民・コミュニティからの理解

一部企業による技能実習制度の不適切な運用

その他

（％）

【特定技能資格者・技能実習生の雇用における課題】

全産業

製造業

非製造業
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（２）外国人材の活用促進に向けて今後重要なこと 

・外国人材の活用促進に向けて今後重要なことは，「受入外国人への日本語教育に係る支援」が

52.6％で最も多い。次いで「企業における適正な労働条件と雇用管理の確保（40.8％）」，「在留資

格手続きの円滑化・迅速化（37.0％）」「外国人受入に関する企業への支援（36.0％）」となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．外国人留学生の採用動向 

（１）2021年度の採用動向（2022年 4月入社を含む） 

・2021年度（2022年 4月入社を含む）に外国人留学生を新卒採用した先は，全産業では 11.4％（20

年 5 月調査 12.7％），製造業で 20.9％（同 12.7％），非製造業で 7.2％（同 12.7％）となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52.6 

40.8 

37.0 

36.0 

22.7 

22.7 

13.3 

10.9 

8.5 

5.7 

5.7 

5.2 

2.4 

50.8 

33.8 

33.8 

41.5 

23.1 

21.5 

18.5 

18.5 

10.8 

9.2 

4.6 

7.7 

3.1 

53.4 

43.8 

38.4 

33.6 

22.6 

23.3 

11.0 

7.5 

7.5 

4.1 

6.2 

4.1 

2.1 

0 20 40 60

受入外国人への日本語教育に係る支援

企業における適正な労働条件と雇用管理の確保

在留資格手続きの円滑化・迅速化

外国人受入に関する企業への支援

在留資格体系の見直し

悪質な仲介業者の排除

行政・生活情報の多言語化

行政・生活情報の積極的発信

外国人児童生徒に対する日本語指導を含めた教育の充実

医療機関における外国人材受入れ環境整備

社会保険加入の促進

インターナショナルスクールの設置・充実

その他

（％）

【外国人材の活用促進に向けて今後重要なこと】

全産業

製造業

非製造業

11.4 

20.9 

7.2 

16.8 

16.4 

17.0 

71.8 

62.7 

75.8 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人留学生の採用実績（2021年度）】

はい(採用した） いいえ（計画していたが，採用していない） いいえ（計画していない）
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（２）2022年度採用活動（2023年 4月入社を含む）について 

ａ．採用予定 

・2022年度採用活動については，全産業で「予定している」が 7.3％，「予定していない」が 67.7％

となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「予定している」が 10.4％，非製造業は「予定してい

る」が 5.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．採用したい留学生の出身国・地域 

・上記 a．で「予定している」先における採用したい留学生の出身国・地域については，全産業で

は「ベトナム」が 50.0％で最も多く，次いで「タイ（43.8％）」，「中国（37.5%）」，「韓国（18.8%）」

となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「ベトナム」と「タイ」が 57.1％で最も多く，次いで

「中国（42.9％）」，「韓国（28.6％）」となっている。非製造業は「ベトナム」が 44.4％で最も

多く，次いで「タイ」，「中国」，「フィリピン」がともに 33.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.0 

43.8 

37.5 

18.8 

18.8 

12.5 

12.5 

6.3 

6.3 

6.3 

6.3 

12.5 

57.1 

57.1 

42.9 

28.6 

0.0 

14.3 

14.3 

14.3 

0.0 

14.3 

0.0 

0.0 

44.4 

33.3 

33.3 

11.1 

33.3 

11.1 

11.1 

0.0 

11.1 

0.0 

11.1 

22.2 

0 10 20 30 40 50 60 70

ベトナム

タイ

中国

韓国

フィリピン

インドネシア

アメリカ

台湾

香港

マレーシア

シンガポール

その他

（％）

【採用したい留学生の出身国・地域】

全産業

製造業

非製造業

7.3 

10.4 

5.9 

67.7 

61.2 

70.6 

25.0 

28.4 

23.5 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人留学生の採用予定（2022年度）】

予定している 予定していない わからない




